
第８０号議案 

 

   東京都台東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例 

 

上記の議案を提出する。 

 

  平成２６年１２月２日 

 

提出者 東京都台東区長  吉   住    弘 

 

（提案理由） 

 この案は、職員の給料月額を改定する等のため提出します。  



   東京都台東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例 

 

第１条 東京都台東区職員の給与に関する条例（昭和２６年９月

台東区条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

  第２１条の４第２項中「１００分の６７．５」を「１００分

の９２．５」に、「１００分の８７．５」を「１００分の１１

２．５」に改め、同条第３項中「１００分の６７．５」を「１

００分の９２．５」に、「１００分の３２．５」を「１００分

の４２．５」に、「１００分の８７．５」を「１００分の１１

２．５」に、「１００分の４２．５」を「１００分の５２．５」

に改める。 

  別表第１から別表第５までを次のように改める。 



第２条 東京都台東区職員の給与に関する条例の一部を次のよう

に改正する。 

 第１１条の２第２項中「１００分の１８」を「１００分の２

０」に改める。 

 第１２条の２第２項中「２万円」を「３万円」に、「７,００

０円」を「１万４,０００円」に改める。 

 第１８条の３第１項中「又は休日」の次に「（次項において「週

休日等」という。）」を加え、同条第２項を次のように改める。 

２ 前項本文に規定する場合のほか、第９条の２第１項の規定

に基づき指定する職員が災害への対処その他の臨時又は緊急

の必要により週休日等以外の日の午前零時から午前５時まで

の間であつて正規の勤務時間以外の時間に勤務した場合は、

当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

 第１８条の３第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項

を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 (１) 第１項本文に規定する場合 同項本文の規定による勤

務１回につき、１万２,０００円を超えない範囲内において

人事委員会の承認を得て区規則で定める額（当該勤務に従

事する時間等を考慮して人事委員会の承認を得て区規則で

定める勤務にあつては、その額に１００分の１５０を乗じ

て得た額） 

 (２) 前項に規定する場合 同項の規定による勤務１回につ

き、６,０００円を超えない範囲内において人事委員会の承



認を得て区規則で定める額 

 第２１条の４第２項中「１００分の９２．５」を「１００分

の８０」に、「１００分の１１２．５」を「１００分の１００」

に改め、同条第３項中「１００分の９２．５」を「１００分の

８０」に、「１００分の４２．５」を「１００分の３７．５」に、

「１００分の１１２．５」を「１００分の１００」に、「１００

分の５２．５」を「１００分の４７．５」に改める。 

 第２１条の５第２項中「、第１２条の２」を削る。 

 別表第１から別表第５までを次のように改める。 



   付 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条並びに

付則第７項及び第８項の規定は、平成２７年４月１日から施行

する。 

２ 次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から適用する。 

 (１) 第１条の規定（第２１条の４第２項及び第３項の改正規

定を除く。）による改正後の東京都台東区職員の給与に関する

条例の規定 平成２６年４月１日 

 (２) 第１条の規定（第２１条の４第２項及び第３項の改正規

定に限る。）による改正後の東京都台東区職員の給与に関する

条例の規定 平成２６年１２月１日 

（適用日から施行日の前日までの間における異動者の号給） 

３ 平成２６年４月１日（以下「適用日」という。）からこの条

例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までの間にお

いて、第１条の規定による改正前の東京都台東区職員の給与に

関する条例（以下「改正前の条例」という。）の規定により、

新たに給料表の適用を受けることとなった職員及びその属する

職務の級又はその受ける号給に異動のあった職員のうち、特別

区人事委員会（以下「人事委員会」という。）の定める職員の、

第１条の規定による改正後の東京都台東区職員の給与に関する

条例（以下「改正後の条例」という。）の規定による当該適用

又は異動の日における号給は、人事委員会が定める。 

（適用日前の異動者の号給の調整） 

４ 適用日前に職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会



が定めるこれに準ずる職員の適用日における号給については、

その者が適用日において職務の級を異にする異動等をしたもの

とした場合との均衡上必要と認められる限度において、人事委

員会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

（施行日から平成２７年３月３１日までの間における異動者の号

給の調整） 

５ 施行日から平成２７年３月３１日までの間において、改正後

の条例の規定により、新たに給料表の適用を受けることとなっ

た職員及びその属する職務の級又はその受ける号給に異動のあ

った職員の当該適用又は異動の日における号給については、当

該適用又は異動について、まず改正前の条例の規定が適用され、

次いで当該適用又は異動の日から改正後の条例の規定が適用さ

れるものとした場合との均衡上必要と認められる限度において、

人事委員会の定めるところにより、必要な調整を行うことがで

きる。 

（給与の内払） 

６ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の条

例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定に

よる給与の内払とみなす。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

７ 平成２７年４月１日（以下「切替日」という。）前に職務の

級を異にして異動した職員及び人事委員会が定めるこれに準ず

る職員の切替日における号給については、その者が切替日にお

いて職務の級を異にする異動等をしたものとした場合との均衡

上必要と認められる限度において、人事委員会の定めるところ



により、必要な調整を行うことができる。 

（行政職給料表（二）の適用を受ける職員に係る号給の調整） 

８ 東京都台東区職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（平成２１年１１月台東区条例第３７号）付則第６項及び第７

項の規定により号給の切替えを行った職員のうち、人事委員会

が定めるものの切替日における号給については、人事委員会の

定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

（委 任） 

９ 付則第３項から前項までに定めるもののほか、この条例の施

行に関し必要な事項は、人事委員会が定める。 


